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１．　役員
⑴　対象役員
　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」は、経営管理委員、理事および監事をいいます。
⑵　役員報酬等の種類、支払総額および支払方法
　役員に対する報酬等の種類は、基本報酬と退職慰労金の２種類で、令和６年度における対象役員に対す
る報酬等の支払総額は、次のとおりです。
　なお、基本報酬は毎月所定日に指定口座への振込の方法による現金支給のみであり、退職慰労金は、その
支給に関する総会決議後、所定の手続きを経て、基本報酬に準じた方法で支払っています。

（単位：百万円）

（注１） 対象役員は、経営管理委員７名、理事３名、監事５名です。（期中に退任した者を含む。）
（注２） 退職慰労金については、当年度に実際に支給した額ではなく、当年度の費用として認識される部分の金

額（引当金への繰入額と支給額のうち当年度の負担に属する金額）によっています。
⑶　対象役員の報酬等の決定等
①　役員報酬（基本報酬）
役員報酬は、経営管理委員、理事および監事の別に各役員に支給する報酬総額の最高限度額を総会

において決定し、その範囲内において、経営管理委員各人別の報酬額については経営管理委員会にお
いて、理事各人別の報酬額については理事会において決定し、監事各人別の報酬額については監事の
協議によって定めています。なお、業績連動型の報酬体系とはなっていません。
この場合の役員各人別の報酬額の決定にあたっては、各人の役職・責務や在任年数等を勘案して決定

しています。
②　役員退職慰労金
役員退職慰労金については、役員報酬に役員在職年数に応じた係数を乗じて得た額に特別に功労が

あったと認められる者については功労金を加算して算定し、総会で経営管理委員、理事および監事の別に
各役員に支給する退職慰労金の総額の承認を受けた後、役員退職慰労金規程に基づき、経営管理委員
については経営管理委員会、理事については理事会、監事については監事の協議によって各人別の支給
額と支給時期・方法を決定し、その決定に基づき支給しています。
なお、この役員退職慰労金の支給に備えて公正妥当なる会計慣行に即して引当金を計上しています。

２．　職員等
　・対象職員等

開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象職員等」の範囲は、当会の職員であって、常勤役員が
受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当会の業務および財産の状況に重要な影響を与え
る者をいいます。
なお、令和６年度において、対象職員等に該当する者はいません。

（注１） 対象職員等には、期中に退職した者も含めています。
（注２） 「同等額」は、令和６年度に当会の常勤役員に支払った報酬額等の平均額としています。
（注３） 令和６年度において当会の常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいません。

３．　その他
当会の対象役員および対象職員等の報酬等の体系は、上記開示のとおり過度なリスクテイクを惹起するおそ

れのある要素はありません。したがって、報酬告示のうち、「対象役員および対象職員等の報酬等の体系とリスク
管理の整合性ならびに対象役員および対象職員等の報酬等と業績の連動に関する事項」その他「報酬等の
体系に関し参考となるべき事項」として、記載する内容はありません。

■ 役員等の報酬体系

支給総額
基本報酬 退職慰労金

経営管理委員に対する報酬等
理事に対する報酬等
監事に対する報酬等

6
35
14

1
5
2
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■ 当会の概況

合　　計
准　会　員
正　会　員

39
33
6

39
33
6

令和６年３月末 令和７年３月末資　格　別
会員数

合　　計
嘱託常よう人

男 子 職 員

57
4

30

63
4

31
女 子 職 員 23 28

令和６年３月末 令和７年３月末区　　　分
職　員 （単位：人）

経営管理委員会会長＊
経営管理委員会副会長＊
経営管理委員＊
経営管理委員＊
経営管理委員＊
経営管理委員＊
経営管理委員＊

港 　 　 義 弘
田 中 　 　 智
溝 渕　　哲 也
藤 本　　一 弥
岡 崎　　季 博
小 林　　稔 明
岡 田　　孝 浩

代表理事理事長
代表理事常務
代表理事常務
代表監事＊
監事＊
監事＊
員外監事＊
常任監事　

森 末　　敬 三
西 原　　憲 仁
松 本　　直 樹
入 谷　　宏 毅
木 内　　秀 一
藤 田　　幸 治
北 山 　    昇
石 川　　清 二

役　員 （令和７年７月１日現在）

＊印の役員は非常勤役員です。

有限責任監査法人トーマツ 　東京都千代田区丸の内三丁目２番３号　丸の内二重橋ビルディング
所在地名　　称

会計監査人の名称 （令和７年７月１日現在）
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機　構 （令和７年７月１日現在）

監事会

常任監事

監査室 業務部 資金証券部 ＪＡバンク統括部 管理部

代表監事

代表理事常務 代表理事常務

総　　　　　会

経営管理委員会

理　　事　　会

経営管理委員会
副　　会　　長

経営管理委員会
会　　　　　長

代　表　理　事
理　　事　　長

融

　資

　課

事
務
公
務
課

資
金
証
券
課

指

　導

　課

企

　画

　課

総

　務

　課

管

　理

　課

本　所 高松市寿町一丁目3番6号 （087）825－2510
所在地 代表電話番号店舗名

店舗一覧 （令和７年７月１日現在）

特定信用事業代理業者の状況
　該当はありません。

■ 当会のあゆみ（沿革）

　協同組合運動の先駆者たちは、資本主義の発展

過程のなかで、人間性の尊重を基本とした、協同組

合運動を起こしました。

　明治以降、産業組合を主軸として、制度的な歩み

が開始され、多くの先人達がその発展のために思

索、実践してきました。その後、昭和18年に農村産業

組合は農会と統合し、農業会となりました。

　農業会は、昭和20年12月に発せられた「農民解放

指令」に基づき昭和23年８月には解散することとなり、

昭和22年11月公布された農業協同組合法による新

しい協同組合が誕生しました。

　その後、連合会設立運動が展開され、昭和23年８

月11日当会は誕生しました。

６業態間とＣＤオンライン提携開始
全国農協貯金ネットサービス日曜稼働開始
【両替】取扱開始
信連貯金１兆円達成
ＣＩ導入《農協》から愛称《ＪＡ》へ
農協法改正施行
地域金融ＶＡＮ・マリンネット開始
【国債窓販】取扱開始
日銀歳入金受入サービス開始
当座性貯金口座番号７桁化
相互援助制度改正
農協改革関連二法施行
香川県農協50周年記念大会開催
自動化機器祝日稼働開始、利用時間延長
信連設立50周年
【投信窓販】取扱開始
経営管理委員会制度導入
ＪＡ香川県誕生
郵貯とキャッシュサービス提携
【同一交換所(高松)】加盟
【ＪＡバンクシステム】開始
【個人向け国債】取扱開始
【ＪＡバンク相談所】開設
【ＪＡネットバンクサービス】開始
【マルチペイメントサービス】開始
【決済用貯金】取扱開始
セブン銀行とキャッシュサービス提携
【新ＪＡカード】【ＩＣキャッシュカード】取扱開始
全国農協貯金ネットサービス土日祝日入金取引開始
全国のＪＡバンクＡＴＭで顧客手数料無料化実施
第13回香川県ＪＡ大会で組織整備方針決議
県１ＪＡ誕生
イーネットＡＴＭ、ローソンＡＴＭとキャッシュサー
ビス提携
【法人ＪＡネットバンクサービス】開始
【ＪＡバンクでんさいサービス】開始
第14回香川県ＪＡ大会で組織整備方針決議
事務所仮移転
【ＪＡバンク相談所】を【一般社団法人ＪＡバンク
相談所】へ移管
第15回香川県ＪＡ大会で組織整備方針決議
【小規模企業共済】取扱開始
全国のＪＡバンクＡＴＭで夜間・土日祝日即時入金開始
事務所新ＪＡビルへ移転
【JAデータ伝送サービス（AnserDATAPORT方式）】
開始
第16回香川県ＪＡ大会で組織整備方針決議
【同一交換所(高松)】廃止
【電子交換所】加盟
【営業店システム】開始
第17回香川県ＪＡ大会で組織整備方針決裁
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令和元年 2019

2 2020

3 2021

4

6

2022

2024

信連貯金 1,000億円達成
全銀内為制度に加盟
ＣＤ１号機運用開始
県指定代理金融機関となる
ＪＡ貯金 5,000億円達成
ＪＡ信用事業オンライン開始
高松市収納代理金融機関となる
キャッシュカードによる県内ネット取扱開始
【金】【協同カード】取扱開始
信連貯金 5,000億円達成
ＪＡ全銀内為制度に加盟
【全国農協貯金ネットサービス】開始
ＡＴＭ１号機運用開始
【国債等代理窓販】取扱開始
ＪＡ貯金１兆円達成
２業態間とＣＤオンライン提携
自動化機器日曜稼働開始

197449

197954

198156
198257

198358

198459

198661
1989平成元年

19902

1947 農業協同組合法公布
信連創立総会、業務開始
農林中央金庫業務代理契約締結
農林漁業金融公庫と貸付業務受託契約締結

住宅金融公庫受託業務開始
農協連共通役員就任
全国農協貯金者保護制度発足

1948
1949

昭和22年
23
24

195429
自作農維持創設資金取扱開始195530
農業改良資金取扱事務受託契約締結195631
高松市寿町に農協会館落成196136

196338

196439
内国為替取引契約締結196641

1969 ＪＡ貯金 1,000億円達成
全国農協信用事業相互援助制度発足1973

44
48




